
 

平成１６年度東京都都市再開発事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象  都市整備局 

 ２ 審査の方法 

   この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、都市再開発事業の経営成績及び

財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠

書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により審

査を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われていたかを検証した。  

３ 審査の期間  平成１７年６月３日から同年９月２日まで 

  

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

   審査に付された決算諸表は、都市再開発事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているも

のと認められる。 

２ 事業運営について 

当会計は、都が行う都市再開発事業のうち、北新宿地区、環状第二号線新橋･虎ノ門地区（以下

「環状第二号線地区」という。）及び大橋地区の事業を経理するものである。 

   平成１６年度は、３地区において主として、用地の買収を行っており、さらに北新宿地区では

施設建築物（２街区２‐１棟）が完成し、処分又は譲渡を行った。 

収支状況は、総収益５７億５６６万余円に対し、総費用５５億６，００３万余円となっている。 

資金状況は、８億３，８２７万余円の当年度資金剰余が生じ、累積資金剰余額は９億２，３１

１万余円となっている。 

経営状況は、北新宿地区２街区２‐１棟が完成し、全戸を売却したことから１億２０５万余円

の営業利益が生じ、純利益１億４，５６３万余円となっている。今後とも３地区の再開発事業の

完成に向けて、より着実な事業推進に努めていく必要がある。 
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第３ 経営状況の概要 

 １ 事業の概要 

   都市再開発事業の概要は、表１のとおりである。 

平成１６年度は、①北新宿地区で用地買収１，１１７．８８㎡（うち、買収４８７．２６㎡、

管理処分用地６３０．６２㎡）、物件移転補償６棟、管理処分による建物取得２棟等、施設建築物

の処分（２街区２‐１棟・住戸１０９戸、店舗・業務４区画）、 

②環状第二号線地区で用地買収７，６９１．４８㎡（うち、買収６，７１２．２５㎡、管理処

分用地９７９．２３㎡）、物件移転補償２９棟、管理処分による建物取得１０棟等、 

③大橋地区で用地買収１０１．２３㎡、物件移転補償３棟等 

を行っている。 

なお、用地の取得状況は表２のとおりとなっている。 

 

（表１）都市再開発地区事業概要 

事 業の目的 

地区内の放射第６号線を整備するとともに、老朽化した低層密集住

宅を新宿副都心地域にふさわしい市街地として、土地の有効利用と都

市機能の更新を図り、防災性の向上をめざす。    

総 事 業 費 １，３０１億５，６００万円  

事業完成予定 平成１９年度 

区 域 面 積 

約 47,200 ㎡   (公共施設約 19,300 ㎡、宅地約 27,900 ㎡) 

公共施設計画   放射第６号線  延長 348ｍ 幅員 30～32ｍ 

  放射第 24 号線 延長 25ｍ  幅員 16ｍ 

計 画 人 口 約１，２００人    

住 宅 建 設 ７棟 ６３４戸 

権 利 者 数 
(事業計画決定時） 

３９４人（土地所有者１３０人、借地権者４３人、借家人２２１人）

北 

新 

宿 

地 

区 

事 業の経緯 

昭和２１年 ３月  放射第６号線の都市計画決定 
平成 ６年１０月  市街地再開発事業の都市計画決定 

１０年 ５月  市街地再開発事業の事業計画決定 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

事 業の目的 
幹線道路である環状第２号線を整備し、都心部へ集中する交通を分

散するとともに、地域の健全な発展を図る。 

総 事 業 費 １，６５５億６００万円 

事業完成年度 平成２３年度 

区 域 面 積 

79,700㎡(公共施設約65,300㎡、宅地約21,400㎡) 

(重複利用区域約7,000㎡含)   

公共施設計画  環状第２号線  延長1,353ｍ 幅員 40ｍ 

放射第19号線他 延長233ｍ     幅員 14.5～30ｍ 

計 画 人 口 約７４０人            

住 宅 建 設 ６棟 ３７４戸 

権 利 者 数 

(事業計画決定時） 

９４２人  ( 土地所有者３４８人、借地権者１１０人、 

借家人４８４人) 

環
状
第
二
号
線
新
橋
・
虎
ノ
門
地
区 

事 業の経緯 

昭和２１年 ３月 環状第２号線の都市計画決定                   

平成 ５年 ７月 環状第２号線の都市計画変更    

１０年１２月 市街地再開発事業の都市計画決定 

１４年１０月 市街地再開発事業の事業計画決定 
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事 業の目的 

 首都高速道路中央環状新宿線大橋ジャンクション（仮称）整備と一体

的にまちづくりを進めるため、周辺を含めた土地の高度利用と都市機能

の更新をめざす。 
総 事 業 費 １８９億７１００万円 
事業完成年度 平成２１年度 

区 域 面 積 

約38,000㎡(公共施設約31,900㎡、宅地8,920㎡) 

      (重複利用区域約2,800㎡含) 

     公共施設計画 環状第６号線 延長約110ｍ 幅員11ｍ 

     放射第４号線 延長約220ｍ 幅員20ｍ 

     区画道路   延長約380ｍ 幅員5～7.5ｍ 

     公共空地   約1,010㎡ 

計 画 人 口 約１，３００人 

住 宅 建 設 ２棟 ６７１戸 

権 利 者 数 

（事業計画決定時） 

３４６人  ( 土地所有者１５３人、借地権者３０人、 

借家人１６３人) 

大 

橋 

地 

区 

事 業の経緯 

 平成 ２年８月 中央環状新宿線の都市計画決定 

   １１年４月 中央環状新宿線の都市計画変更 

   １６年１月 市街地再開発事業の都市計画決定 

   １７年３月 市街地再開発事業の事業計画決定 

（注）管理処分とは、譲受け希望の申出をした者等の従前権利を従後の権利床に移し代える一連の手

続行為をいう。 

 

（表２）都市再開発地区用地取得進ちょく状況 

区   分 
全 体 計 画 

面       積 

平成１５年度末 

(進ちょく率) 
平成１６年度 

累      計 

(進ちょく率) 

北新宿地区 
  42,300.00㎡ 29,273.76㎡

        (69.2％) 

1,117.88 ㎡      30,391.64 ㎡

(71.8％) 

環状第二号線 

地        区 

  50,350.00㎡ 

    

15,508.04㎡ 

      (30.8％) 

7,691.48㎡

 

    23,199.52 ㎡

       (46.1％) 

大橋地区 
   8,920.00㎡ 

 
－ 

101.23㎡

 

        101.23 ㎡

(1.1％) 

（注）北新宿地区及び環状第二号線地区の用地取得面積には、管理処分契約に基づく取得を含む。 

 

２ 施設建築物建設の進ちょく状況 

（１）北新宿地区２街区２‐１棟の処分等について 

北新宿地区２街区２‐１棟は平成１６年１１月３０日に完成し、同年１２月１日に全戸を処

分又は譲渡した。その明細については表３のとおりであり、従前資産の対償に代えて権利者が

取得する施設建築物の床である権利床が７４戸（住宅７０戸、店舗２、業務２）、新しい居住者

等に譲渡することによって事業費を賄う床である保留床が３９戸である。権利床の収益及び費

用は同額の３４億４，３８１万余円となっている。保留床の収益は２２億２９０万余円、費用

は２１億８４万余円で、差引き１億２０５万余円の利益が生じている。 
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 （表３）北新宿地区２街区２‐１棟処分等の概要               （単位：千円） 

 権   利   床 保   留   床 

住 宅 等 住宅７０戸 店舗２区画 業務２区画 住宅３９戸 

面  積 ４，７８８．８２㎡ ２，８５５．４７㎡ 

収  益 ３，４４３，８１２ ２，２０２，９０１ 

費  用 ３，４４３，８１２ ２，１００，８４８ 

利  益 ０ １０２，０５３ 

 

（２）平成１６年度新規着工施設建築物について 

平成１６年度は、北新宿地区２街区２‐２Ａ棟及び環状第二号線地区Ⅱ街区Ⅱ‐１棟の敷地処

分を行った。両建築物については、特定建築者制度を適用するとして、保留床相当の敷地持分の

譲渡契約を特定建築者と北新宿地区２街区２‐２Ａ棟については５億５，９３０万円で、環状第

二号線地区Ⅱ街区Ⅱ‐１棟については２０億２００万円で締結し、契約金額の約３割に当たる金

額を収入している。 

なお、新規着工施設建築物の概要は、表４のとおりである。 

 

 （表４）新規着工施設建築物の概要 

 北新宿地区２街区２‐２Ａ棟 環状第二号線地区Ⅱ街区Ⅱ‐１棟 

構       造 

住       宅 

建 築 面 積 

敷 地 面 積 

ＲＣ造地上９階 

１２０戸 

１，４８８㎡ 

２，０６３．０７㎡ 

ＲＣ造地上２１階地下１階 

１２２戸 

１，０８２㎡ 

２，０２９．５７㎡ 

（注）特定建築者制度とは、都に代わって施設建築物の建築を都以外の者が行う制度である。特定

建築者は、都から保留床相当の敷地を取得し、自らの負担で施設建築物を建築する。完成した

施設建築物のうち、保留床部分は特定建築者に、権利床部分は都に帰属する。 

 

３ 経営成績について 

平成１６年度における経営成績は、表５（詳細は、別表１比較損益計算書）のとおり、総収益

５７億５６６万余円、総費用５５億６，００３万余円であり、差引き１億４，５６３万余円の純

利益となっている。 
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   (表５)経営成績比較表 

（単位：千円、％) 

       増 （△） 減 
    

  項       目 

平成１６年度 

  金    額 
   （Ａ） 

平成１５年度 

金    額 

（Ｂ） 
金   額 

(Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) 

   率 

(Ｃ)/(Ｂ)×100

 収 

 益 

 営 業 収 益 

 営 業 外 収 益 

5,646,714

58,949

      － 

        66,492

5,646,714 

△7,543 

－ 

△11.3 

  総   収   益   5,705,663         66,492 5,639,171 － 

 費 

 用 

 営  業  費  用 

 営 業 外 費 用 

5,544,660

 15,372

      － 

21,856

5,544,660 

△6,484 

－ 

△29.6 

  総   費   用   5,560,032         21,856 5,538,176 － 

  純   利   益  145,631        44,636 100,995 226.2 

 

（１）収益について 

収益は、表６のとおりである。 

営業収益は、北新宿地区敷地等処分収益４２億６，０５７万余円、一般会計補助金１３億８，

６１３万余円、合計５６億４，６７１万余円である。 

営業外収益は、５，８９４万余円であり、その主なものは、取得用地有効活用のため臨時駐

車場用地としての貸付けたこと等による雑収益の土地建物賃貸料５，８２５万余円である。 

 

（表６）収益の内訳 

                                       （単位：千円、％) 

   増   （△）   減   

区   分 

平成１６年度 

金     額 

（Ａ） 

平成１５年度

金     額

 （Ｂ） 
金      額 

(Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) 

   率 

(Ｃ)/(Ｂ)×100 

 営 業 収 益 5,646,714 0 5,646,714 - 

北新宿地区敷地等処分収益 4,260,574 0 4,260,574 - 

 施設建築物処分収益 4,260,574 0 4,260,574 - 

 

一般会計補助金 1,386,139 0 1,386,139 - 

 営 業 外 収 益 58,949 66,492         △7,543 △11.3 

受 取 利 息 675   790         △115 △14.5 

 預 金 利 子 675    790 △115 △14.5 

雑 収 益 58,273 65,702         △7,429 △11.3 

土地建物賃貸料 58,258 61,486         △3,228 △5.2 

 

 

 

  

雑 収 益       14 4,215         △4,201 △99.6 

 

 

 - 5 -



  （２）費用について 

費用は、表７のとおりである。 

営業費用は、全額が北新宿地区敷地等処分原価５５億４，４６６万余円である。 

営業外費用は、１，５３７万余円であり、全額が雑支出として、国庫補助事業により取得

した用地を臨時駐車場用地として貸付けたことに伴い、土地使用料収入額の一部を国庫に返

納したものである。 

なお、給与費・職員数等については、表８のとおりとなっている。 

 

（表７）費用の内訳 

                                （単位：千円、％） 

    増     （△）    減  

  区       分 

平成１６年度 

金    額 

（Ａ） 

平成１５年度

金     額

（Ｂ） 

金     額 

(Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) 

   率 

(Ｃ)/(Ｂ)×100

営 業 費 用 5,544,660        0 5,544,660 - 

 北新宿地区敷地等処分原価 5,544,660         0 5,544,660 - 

営 業 外 費 用 15,372 21,856        △6,484   △29.6 

雑    支    出 15,372 21,856        △6,484   △29.6  

 雑   支   出 15,372 21,856        △6,484   △29.6 

 

（表８）給与費明細表 

（単位：千円、人） 

増 （△） 減 年  度 

 

平成１６年度 

金    額 

（Ａ） 

平成１５年度 

金     額 

（Ｂ） 
金     額 

(Ａ)－(Ｂ) 

給    料 358,764 291,824 66,940

手    当 276,122 229,040 47,082

退  職  金 55,209 0 55,209

法定福利費等 105,765 85,108 20,657

計 795,860 605,972 189,888

職  員  数 84 71 13

平 均 年 齢 42 歳 0 月 43 歳 3 月 △1歳 3月

職員１人当たり給与費 7,558 7,336 222

（注１） 職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 

（注２） 職員１人当たり給与費は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 
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４ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

     資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表９のとおりである。 

当年度における資本的収入は、２８９億９，４１９万余円で、その主なものは、用地等の

取得に充てるための企業債１０９億４，０２３万余円、公共施設建設等に充てるための一般

会計負担金（国庫負担金を含む）１７２億８，４４８万余円、施設建築敷地の処分代金の予

納金である都市再開発事業収入７億６，９００万円である。 

資本的支出は、３５３億３，５８８万余円で、その内訳は、都市再開発事業費２７４億６，

４９１万余円、企業債償還金７０億９，５００万円、建設利息７億７，５９６万余円である。 

都市再開発事業費の主なものは、北新宿地区における用地買収・物件移転補償等にかかる

用地費１１億８，１３２万余円、施設建築物（２街区２‐１棟建築工事）工事費２２億３，

８７２万余円、環状第二号線地区における用地費２２２億５，５６９万余円などである。 

 
（表９）資本的収支比較表 

（単位：千円、％） 

    増  （△）  減  

 

 

区       分 

平成１６年度 

金    額 

（Ａ） 

平成１５年度 

金     額 

（Ｂ） 
金    額 

(Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) 

率 

(Ｃ)/(Ｂ)×100

 企 業 債 10,940,236 3,409,671      7,530,565         220.9 

 一般会計負担金    17,284,482    17,163,409        121,073           0.7 

 長 期 借 入 金               0           3,040   △   3,040    △      100 

都市再開発事業収入 769,000               0         769,000 - 

 雑 収 入             476           5,384  △   4,908    △     91.2

資収 

本 

的入 

        計      28,994,195      20,581,505 8,412,690     40.8 

 

 都市再開発事業費      27,464,914      14,770,104      12,694,810        85.9 

企 業 債 償 還 金       7,095,000               0       7,095,000 - 

 建 設 利 息         775,968         726,813      49,155            6.7 

資支 

本 

的出 
        計      35,335,883      15,496,917     19,838,966       128.0 

差 引 資 本 的 収 支   △  6,341,687       5,084,588   △ 11,426,275    △    224.7 
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（２）資産及び負債・資本について 

     当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

     資産総額は、１，４７０億６，６４０万余円で、前年度（１，２２７億６３０万余円）と

比較して、２４３億６，０１０万余円（１９．９％）増加している。これは主に、取得した

用地等を処分が可能となるまで計上する未成再開発資産が２１０億３６９万余円増加したこ

とによるものである。 

     負債総額は、１，１３６億３，１６２万余円で、前年度（９３２億７，３７６万余円）と

比較して、２０３億５，７８５万余円（２１．８％）増加している。これは主に、工事未払

金などの未払金が８０億５，３９１万余円（１６６．４％）、営業前受金などの前受金が１２

２億５，８９７万余円（１３．９％）、それぞれ増加したことによるものである。 

     資本総額は、３３４億３，４７８万余円で、前年度（２９４億３，２５３万余円）と比較

して、４０億２２４万余円（１３．６％）増加している。これは主に、企業債の発行の増加

により、借入資本金が３８億４，７００万余円（１３．３％）増加したこと、利益剰余金が

１億４，５６３万余円増加したことによるものである。 

     当年度における有利子負債及び支払利息の状況は、表１０のとおりであり、企業債につい

ては、新規に３８億４，７００万円発行したことから、当年度末未償還残高は３１１億５，

３００万円となっている。 

 

（表１０）有利子負債及び支払利息の状況 

（単位：千円） 

 平成16年度 

 
区     分

平成16年度末

残高（Ａ）
増 加 減 少 

平成 15 年度末 
在高（Ｂ） 

増（△）減 
（Ａ)－(Ｂ) 

企    業    債   31,153,000 10,942,000 7,095,000 27,306,000     3,847,000

一般会計借入金        3,125 0 0 3,125             0

他 会 計 借 入 金    1,699,604 0 0 1,699,604             0

 有利子

負 債 

合     計   32,855,729 10,942,000 7,095,000 29,008,729     3,847,000

 

区     分
平成 16 年度支払額 

（Ｃ） 

平成 15 年度支払額 

（Ｄ） 

増（△）減 

(Ｃ)－(Ｄ) 支 払

利 息 建 設 利 息 775,968                 726,813     49,154
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   （３）資金収支について 

平成１６年度における資金収支の状況は、表１１のとおりである。 

資本的収入は、２８９億９，４１９万余円で、これに対して資本的支出は３５３億３，５

８８万余円である。 

この資本的収支に、翌年度繰越工事資金２２億５，８０２万余円、前年度繰越工事資金７

３億１，１１３万余円を加減した資本的収支資金不足額は、１２億８，８５８万余円となっ

ている。 

この資本的収支資金不足額に、損益勘定留保資金等の収益的収支資金剰余額２１億２，６

８５万余円を合わせた当年度資金剰余額は８億３，８２７万余円となっている。 

 

（表１１）資金収支表 
                                                           （単位：千円） 

    支               出 収        入 

     項             目   金     額      項            目   金      額 

資 本 的 支 出  (A)    35,335,883 資 本 的 収 入 (B)      28,994,195

翌年度への繰越工事資金(C)     2,258,028 前年度繰越工事資金 (D)       7,311,133

 計      (E=A+C)    37,593,911 計      (F=B+D)      36,305,328

資本的収支資金不足額 

(G=F-E) 
1,288,582

当年度純利益 

損益勘定留保資金 

 処分原価 

 従後資産引渡利益 

 一般会計補助金 

 消費税資本的収支調整額 

        145,631

1,981,225

5,544,660

△2,278,148

△1,386,139

        100,852

  

       計（H） 2,126,856

収益的収支資金剰余額 (I=H) (2,126,856)  

当年度資金剰余額 (J=I-G) 838,273      

合           計  (E+J) 38,432,185 合         計  (F+H) 38,432,185

  ※ 従後資産引渡利益は、施設建築物への入居希望者から取得した土地・建物等の従前資産に対

応するもので、現金収支を伴わないものである。 
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（別表１）比較損益計算書

　　                                                                          （単位：円、％）

平 成 １６ 年 度 平 成 １５ 年 度 増 （△） 減

    科　　　　　目　　　　 金       額 金       額 金      額  増減率

（Ａ） （Ｂ） (C=A-B) (C/B×100)

 営　業　収　益 5,646,714,384 0 5,646,714,384 －

北新宿地区敷地等処分収益 4,260,574,697 0 4,260,574,697 －

一 般 会 計 補 助 金 1,386,139,687 0 1,386,139,687 －

 営  業  費  用 5,544,660,566 0 5,544,660,566 －

北新宿地区敷地等処分原価 5,544,660,566 0 5,544,660,566 －

 営　業　利　益 102,053,818 0 102,053,818 －

 営　業　外　収　益 58,949,520 66,492,147 △ 7,542,627 △ 11.3

 受    取    利     息 675,950 790,144 △ 114,194 △ 14.5

 雑       収        益 58,273,570 65,702,003 △ 7,428,433 △ 11.3

 営  業  外  費  用 15,372,232 21,856,048 △ 6,483,816 △ 29.7

 雑      支       出 15,372,232 21,856,048 △ 6,483,816 △ 29.7

 経     常     利    益 145,631,106 44,636,099 100,995,007 226.3

 当  年  度　純  利  益 145,631,106 44,636,099 100,995,007 226.3

 当年度未処分利益剰余金 145,631,106 44,636,099 100,995,007 226.3
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（別表２）比較貸借対照表 （単位：円、％）

平 成 １６ 年 度   平 成 １５ 年 度 増 （△） 減 

    科　　　　　目　　　　 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 増減率
（Ａ） （Ｂ） (C=A-B) (C/B×100)

  再   開   発   資  産 134,993,357,655 91.8 113,989,659,778 92.9 21,003,697,877 18.4

 未 成 再 開 発 資 産 134,993,357,655 91.8 113,989,659,778 92.9 21,003,697,877 18.4
北 新 宿 地 区
都 市 再 開 発 事 業 費

61,938,019,531 42.1 66,881,079,834 54.5 △ 4,943,060,303 △ 7.4

環 状 2 号 線 地 区
都 市 再 開 発 事 業 費

69,097,988,397 47.0 43,867,865,497 35.8 25,230,122,900 57.5

大 橋 地 区
都 市 再 開 発 事 業 費

226,523,622 0.2 0 0 226,523,622 －

都市再開発事業関連費 3,730,826,105 2.5 3,240,714,447 2.6 490,111,658 15.1

 流     動     資    産 12,073,050,818 8.2 8,716,646,968 7.1 3,356,403,850 38.5

 現  金  及  預  金 11,714,423,055 8.0 8,192,123,196 6.7 3,522,299,859 43.0

 預　　　  　 金 11,714,423,055 8.0 8,192,123,196 6.7 3,522,299,859 43.0

 未      収      金 346,249,991 0.2 41,302,072 0 304,947,919 738.3

 営 業 未 収 金 281,875,724 0.2 0 0 281,875,724 －

 営 業 外 未 収 金 137,611 0 0 0 137,611 －

 そ の 他 未 収 金 64,236,656 0 41,302,072 0 22,934,584 55.5

 前   払   費   用 577,772 0 11,700 0 566,072 －

 そ の 他 前 払 費 用 577,772 0 11,700 0 566,072 －

 前      払      金 11,800,000 0 483,210,000 0.4 △ 471,410,000 △ 97.6

 前　  　払　　  金 11,800,000 0 483,210,000 0.4 △ 471,410,000 △ 97.6

資　 　 産　 　合 　　計 147,066,408,473 100 122,706,306,746  100 24,360,101,727 19.9

 固     定     負    債 44,958,096 0 0 0 44,958,096 －

そ の 他 固 定 負 債 44,958,096 0 0 0 44,958,096 －

 完成資産保証引当金 44,958,096 0 0 0 44,958,096 －

 流     動     負    債 113,586,662,526 77.2 93,273,768,268 76.0 20,312,894,258 21.8

 未      払     金 12,894,866,815 8.8 4,840,949,370 3.9 8,053,917,445 166.4

 営  業  未  払  金 4,048,934,878 2.8 3,520,273,317 2.9 528,661,561 15.0

 営 業 外 未 払 金 31,788,604 0 0 0 31,788,604 －

 工  事  未  払  金 5,339,967,049 3.6 1,239,816,654 1.0 4,100,150,395 330.7

 そ の 他 未 払 金 3,474,176,284 2.4 80,859,399 0.1 3,393,316,885 －

 前     受      金 100,691,795,711 68.5 88,432,818,898 72.1 12,258,976,813 13.9

 営  業  前  受  金 100,690,774,307 68.5 88,432,818,898 72.1 12,257,955,409 13.9

 営 業 外 前 受 金 1,021,404 0 0 0 1,021,404 －

 負   　債   　合 　  計 113,631,620,622 77.3 93,273,768,268 76.0 20,357,852,354 21.8

 資       本        金 32,987,290,895 22.4 29,140,290,895 23.7 3,847,000,000 13.2

 自  己  資  本  金 131,561,171 0.1 131,561,171 0.1 0 0

 自　 己 　資　本　金 131,561,171 0.1 131,561,171 0.1 0 0

 借  入  資  本  金 32,855,729,724 22.3 29,008,729,724 23.6 3,847,000,000 13.3

 企　     業    　 債 31,153,000,000 21.2 27,306,000,000 22.3 3,847,000,000 14.1

 一 般 会 計 借 入 金 3,125,361 0 3,125,361 0 0 0

 他  会  計  借 入 金 1,699,604,363 1.2 1,699,604,363 1.4 0 0

 剰     余     金 447,496,956 0.3 292,247,583 0.2 155,249,373 53.1

 資  本  剰  余  金 217,027,935 0.1 207,409,668 0.2 9,618,267 4.6

 受 贈 財 産 評 価 額 217,027,935 0.1 207,409,668 0.2 9,618,267 4.6

 利  益  剰  余  金 230,469,021 0.2 84,837,915 0.1 145,631,106 171.7

 減　債　積　立　金 84,837,915 0.1 40,201,816 0 44,636,099 111.0

 当年度未処分利益剰余金 145,631,106 0.1 44,636,099 0 100,995,007 226.3

 資    本     合     計 33,434,787,851 22.7 29,432,538,478 24.0 4,002,249,373 13.6

 負　債・資　本　合　計 147,066,408,473 100 122,706,306,746  100 24,360,101,727 19.9
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